



























































































































































































































































































































































続法の統一的整備が決定され、平成 3年 1 月に専門的な調査・検討を行う
手続部会の設置が決まり、審議を開始するが、同年 5月には部会の中に小
委員会が設置される。1991（平成 3）年 5 月10日第 1 回小委員会に提案さ
れた事務局作成の行政手続法（案）では、15条で、「継続的性質を有する許
認可等についての更新の申請が適法に行われた場合において、当該申請に






























































































































（37）　行裁例集19巻 8 ・ 9 号1358頁。


















昭和39年 4 月 3 日本免許となつたのち、翌40年 5 月31日をもつて免許期間











裁である。原審の東京高裁昭和40年 6 月 1 日判決は、原告の請求を認容している。
なお、裁決主義については、小林博志「裁決主義」西南学院大学法学論集52巻 1 号
（2019年） 1頁以下を参照されたい。





































（44）　この高裁判決は、 1審の東京地裁昭和47年 3 月13日判決を是認し、さらに、上






















































































































































































































































































































































































440　　早法 95 巻 3 号（2020）
れ、②さらに、更新という言葉が使われていなくても、実質的には更新と
変わりない再免許の場合には、前の免許の取消しの訴えについては再免許
が付与された場合でも継続して訴えの利益が認められる、といえよう。さ
らに、許可等の更新の拒否については、学説が認めるように、不利益処分
として聴聞の手続をとることも必要であるし、許認可又は免許の期間が施
設等に比較して短期である場合にも、更新を前提にしているとして、更新
拒否処分も不利益処分と構成することが望ましいといえよう。さらに、事
業（例、個人タクシー事業）などの継続に関わる免許等の更新については、
それを更新しないことが事業の廃業などに繋がる恐れがあることから、拒
否処分の執行停止が有効である。それ以外の、例えば、許認可又は免許の
更新を受けた者から損害を被った第三者からの更新を与えた行政主体への
損害賠償請求や更新申請の不備などの問題は、更新独自の問題ではなく、
前者は個別法の規制との関係で、後者は申請一般との関係で処理できるの
ではないか、と思われる。ただし、許認可又は免許の監督と更新の関係に
ついては、論じ尽くせなかったことも多く、これについては別稿で検討し
たいと考えている。
〔付記〕首藤重幸先生とは、新井隆一先生の下で共に学び、そして苦楽を共
にした仲で、思い出はたくさんあります。また、いろいろお世話になりまし
た。ありがとうございます。
